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乙第１号議案

専決処分の承認について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分をしたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

令和３年４月15日提出

康 裕沖縄県知事 玉 城
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別紙

専 決 処 分 書

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認め、次のとおり専決処分する。

沖縄県税条例の一部を改正する条例（別紙）

理 由

地方税法の一部が改正され、原則として令和３年４月１日から施行されることに伴

い、沖縄県税条例の一部を改正し、同日から施行する必要があるが、同条例の改正につ

いて特に緊急を要することから、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第

179条第１項の規定により専決処分する。

令和３年３月31日

玉 城 康 裕沖縄県知事
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（別紙）

沖縄県 条例の一部を改正する条例税

沖縄県税条例（昭和47年沖縄県条例第59号）の一部を次のように改正する。

第38条第１項中「によつて」を「により」に改め、同項第１号中「次条」を「次条第１

項」に改め、「以下この条」の次に「及び次条第２項」を加え、同条第２項中「によつ

て」を「により」に改める。

第39条に次の１項を加える。

２ 前項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出の際に経由すべき退職

手当等の支払者が電磁的方法による当該退職所得申告書に記載すべき事項の提供を適正

に受けることができる措置を講じていることその他の施行令第８条の４の２において準

用する施行令第８条の２の２で定める要件を満たす場合には、施行規則第２条の５の２

で定めるところにより、当該退職所得申告書の提出に代えて、当該退職手当等の支払者

に対し、当該退職所得申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができ

る。

第139条の３第１項中「同条第２項」の次に「又は第３項」を加え、同項第１号中「第

２条第16項」を「第２条第17項」に、「及び附則第19条第２項第３号」を「、附則第19条

第２項第３号及び第５項第３号」に改め、同号ア ａ及びｂ中「第41条」を「第41条第１(ア)

項」に改め、同号ア 中「令和２年度以降」を「令和12年度以降」に、「「令和２年度基(イ)

準エネルギー消費効率」という。）」を「「令和12年度基準エネルギー消費効率」とい

う。）に100分の65を乗じて得た数値」に改め、同号アに次のように加える。

エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率であつて令和２年度以降の各年(ウ)

度において適用されるべきものとして定められたもの（以下この条及び附則第19

条において「令和２年度基準エネルギー消費効率」という。）以上であること。

第139条の３第１項第１号イ 中「令和２年度基準エネルギー消費効率に100分の110」(イ)

を「令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の75」に改め、同号イに次のように加え

る。

エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。(ウ)

第139条の３第１項第１号ウ中「又はトラック」を削り、同号ウ 中「基準エネルギー(イ)
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消費効率であつて平成27年度以降の各年度において適用されるべきものとして定められた

もの（以下この条において「平成27年度基準エネルギー消費効率」という。）に100分の1

15を乗じて得た数値」を「令和２年度基準エネルギー消費効率」に改め、同号オ中「第９

条の４第５項」を「第９条の４第６項」に改め、同号オ 中「100分の110」を「100分の1(イ)

15」に改め、同号オを同号カとし、同号エ中「第９条の４第４項」を「第９条の４第５

項」に改め、同号エ 中「100分の105」を「100分の110」に改め、同号エを同号オとし、(イ)

同号ウの次に次のように加える。

エ 車両総重量が2.5トン以下のトラックのうち、次のいずれにも該当するもので施

行規則第９条の４第４項に規定するもの

次のいずれかに該当すること。(ア)

ａ 平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成

30年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分の１を超えないこ

と。

ｂ 平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成

17年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないこ

と。

エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率であつて平成27年度以降の各年(イ)

度において適用されるべきものとして定められたもの（以下この条において「平

成27年度基準エネルギー消費効率」という。）に100分の120を乗じて得た数値以

上であること。

第139条の３第１項第２号ア中「第９条の４第６項」を「第９条の４第７項」に改め、

同号ア ａ中「第41条」を「第41条第１項」に、「第９条の２第15項」を「第９条の２第(ア)

18項」に改め、同号ア ｂ中「第41条」を「第41条第１項」に、「第９条の２第17項」を(ア)

「第９条の２第19項」に改め、同号ア 中「令和２年度基準エネルギー消費効率」を「令(イ)

和12年度基準エネルギー消費効率に100分の65を乗じて得た数値」に改め、同号アに次の

ように加える。

エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。(ウ)

第139条の３第１項第２号イ中「第９条の４第７項」を「第９条の４第８項」に改め、

同号イ 中「令和２年度基準エネルギー消費効率に100分の110」を「令和12年度基準エネ(イ)

ルギー消費効率に100分の75」に改め、同号イに次のように加える。
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エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。(ウ)

第139条の３第１項第３号エを削り、同号ウ中「第９条の４第10項」を「第９条の４第1

3項」に改め、同号ウ ａ中「第41条」を「第41条第１項」に、「第９条の２第24項」を(ア)

「第９条の２第29項」に改め、同号ウ ｂ中「第41条」を「第41条第１項」に、「第９条(ア)

の２第25項」を「第９条の２第30項」に改め、同号ウを同号オとし、同号イ中「第９条の

４第９項」を「第９条の４第12項」に改め、同号イ 中「100分の110」を「100分の115」(イ)

に改め、同号イを同号エとし、同号ア中「第９条の４第８項」を「第９条の４第11項」に

改め、同号ア ａ中「道路運送車両法第41条の規定により平成30年10月１日以降に適用さ(ア)

れるべきものとして定められた排出ガス保安基準で施行規則第９条の２第19項に規定する

もの（次項第３号及び附則第19条第２項第６号において「平成30年軽油軽中量車基準」と

いう。）」を「平成30年軽油軽中量車基準」に改め、同号ア ｂ中「道路運送車両法第41(ア)

条の規定により平成21年10月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保

安基準で施行規則第９条の２第20項に規定するもの（次項第３号及び附則第19条第２項第

６号において「平成21年軽油軽中量車基準」という。）」を「平成21年軽油軽中量車基

準」に改め、同号ア 中「100分の105」を「100分の110」に改め、同号アを同号ウとし、(イ)

同号ウの前に次のように加える。

ア 営業用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので施行規則第９条の４第９

項に規定するもの

道路運送車両法第41条第１項の規定により平成30年10月１日以降に適用される(ア)

べきものとして定められた排出ガス保安基準で施行規則第９条の２第22項に規定

するもの（以下この条及び附則第19条において「平成30年軽油軽中量車基準」と

いう。）又は同法第41条第１項の規定により平成21年10月１日以降に適用される

べきものとして定められた排出ガス保安基準で施行規則第９条の２第23項に規定

するもの（以下この条及び附則第19条において「平成21年軽油軽中量車基準」と

いう。）に適合すること。

エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の65を乗じ(イ)

て得た数値以上であること。

エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。(ウ)

イ 自家用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので施行規則第９条の４第10

項に規定するもの
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平成30年軽油軽中量車基準又は平成21年軽油軽中量車基準に適合すること。(ア)

エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の75を乗じ(イ)

て得た数値以上であること。

エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。(ウ)

第139条の３第２項中「第４項」の次に「又は第５項」を加え、同項第１号ア中「営業

用の」を削り、「第９条の４第12項」を「第９条の４第14項」に改め、同号ア 中「平成(イ)

27年度基準エネルギー消費効率に100分の110」を「令和12年度基準エネルギー消費効率に

100分の60」に改め、同号アに次のように加える。

エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。(ウ)

第139条の３第２項第１号イを削り、同号ウ中「第９条の４第14項」を「第９条の４第1

5項」に改め、同号ウ 中「100分の110」を「100分の115」に改め、同号ウを同号イと(イ)

し、同号エ中「第９条の４第15項」を「第９条の４第16項」に改め、同号エ 中「以上」(イ)

を「に100分の105を乗じて得た数値以上」に改め、同号エを同号ウとし、同号オ中「第９

条の４第16項」を「第９条の４第17項」に改め、同号オ 中「100分の105」を「100分の1(イ)

10」に改め、同号オを同号エとし、同項第２号を次のように改める。

⑵ 石油ガス自動車（乗用車に限る。）のうち、次のいずれにも該当するもので施行規

則第９条の４第18項に規定するもの

ア 次のいずれかに該当すること。

平成30年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30(ア)

年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分の１を超えないこと。

平成17年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17(イ)

年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないこと。

イ エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の60を乗じて

得た数値以上であること。

ウ エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。

第139条の３第２項第３号エを削り、同号ウ中「第９条の４第21項」を「第９条の４第2

2項」に改め、同号ウを同号エとし、同号イ中「第９条の４第20項」を「第９条の４第21

項」に改め、同号イ 中「100分の105」を「100分の110」に改め、同号イを同号ウとし、(イ)

同号ア中「第９条の４第19項」を「第９条の４第20項」に改め、同号ア 中「以上」を(イ)

「に100分の105を乗じて得た数値以上」に改め、同号アを同号イとし、同号イの前に次の
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ように加える。

ア 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので施行規則第９条の４第19項に規定

するもの

平成30年軽油軽中量車基準又は平成21年軽油軽中量車基準に適合すること。(ア)

エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の60を乗じ(イ)

て得た数値以上であること。

エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。(ウ)

第139条の３第３項中「次項」の次に「又は第５項」を加え、同条第４項中「第１項

（第１号アからウまで」を「第１項（第１号アからエまで」に、「第２項（第１号アから

ウまで」を「第２項（第１号ア及びイ」に改め、「規定は、」の次に「令和12年度基準エ

ネルギー消費効率を算定する方法として施行規則第９条の２第31項に規定する方法並び

に」を加え、「第９条の２第27項」を「第９条の２第32項」に、「第９条の２第28項」を

「第９条の２第33項」に改め、同項の表を次のように改める。

第１項第１号ア 令和12年度以降の各年度におい 平成22年度以降の各年度におい(イ)

て適用されるべきものとして定 て適用されるべきものとして定

められたもの（以下この条及び めれたもの（以下この号及び次

附則第19条において「令和12年 項第１号ア において「平成22(イ)

度基準エネルギー消費効率」と 年度基準エネルギー消費効率」

いう。）に100分の65 という。）に100分の141

第１項第１号ア 基準エネルギー消費効率であつ 平成22年度基準エネルギー消費(ウ)

て令和２年度以降の各年度にお 効率に100分の150を乗じて得た

いて適用されるべきものとして 数値

定められたもの（以下この条及

び附則第19条において「令和２

年度基準エネルギー消費効率」

という。）

第１項第１号イ 令和12年度基準エネルギー消費 平成22年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の75 効率に100分の162

第１項第１号イ 令和２年度基準エネルギー消費 平成22年度基準エネルギー消費(ウ)

及びウ 効率 効率に100分の150を乗じて得た(イ)

数値
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第１項第１号エ 基準エネルギー消費効率であつ 平成22年度基準エネルギー消費(イ)

て平成27年度以降の各年度にお 効率に100分の150

いて適用されるべきものとして

定められたもの（以下この条に

おいて「平成27年度基準エネル

ギー消費効率」という。）に10

0分の120

第２項第１号ア 令和12年度基準エネルギー消費 平成22年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の60 効率に100分の130

第２項第１号ア 令和２年度基準エネルギー消費 平成22年度基準エネルギー消費(ウ)

効率 効率に100分の150を乗じて得た

数値

第２項第１号イ 平成27年度基準エネルギー消費 平成22年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の115 効率に100分の144

第139条の３に次の１項を加える。

５ 第１項（第１号ア及びイ、第２号並びに第３号ア及びイに係る部分に限る。）及び第

２項（第１号ア、第２号及び第３号アに係る部分に限る。）の規定は、令和12年度基準

エネルギー消費効率を算定する方法として施行規則第９条の２第35項に規定する方法に

よりエネルギー消費効率を算定していない自動車であつて、令和２年度基準エネルギー

消費効率及び平成27年度基準エネルギー消費効率を算定する方法として施行規則第９条

の２第36項に規定する方法によりエネルギー消費効率を算定している自動車について準

用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第１項第１号ア 令和12年度以降の各年度におい 令和２年度以降の各年度におい(イ)

て適用されるべきものとして定 て適用されるべきものとして定

められたもの（以下この条及び められたもの（以下この条及び

附則第19条において「令和12年 附則第19条において「令和２年

度基準エネルギー消費効率」と 度基準エネルギー消費効率」と

いう。）に100分の65 いう。）に100分の94

－8－



第１項第１号ア 基準エネルギー消費効率であつ 令和２年度基準エネルギー消費(ウ)

て令和２年度以降の各年度にお 効率

いて適用されるべきものとして

定められたもの（以下この条及

び附則第19条において「令和２

年度基準エネルギー消費効率」

という。）

第１項第１号イ 令和12年度基準エネルギー消費 令和２年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の75 効率に100分の109

第１項第２号ア 令和12年度基準エネルギー消費 令和２年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の65 効率に100分の94

第１項第２号イ 令和12年度基準エネルギー消費 令和２年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の75 効率に100分の109

第１項第３号ア 令和12年度基準エネルギー消費 令和２年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の65 効率に100分の94

第１項第３号イ 令和12年度基準エネルギー消費 令和２年度基準エネルギー消費(イ)

効率に100分の75 効率に100分の109

第２項第１号ア 令和12年度基準エネルギー消費 令和２年度基準エネルギー消費

、第２号イ及び 効率に100分の60 効率に100分の87(イ)

(イ)第３号ア

附則第12条の２第１項中「令和３年３月31日」を「令和５年３月31日」に改め、同条第

２項中「第７条第13項」を「第７条第12項」に、「第７条第14項」を「第７条第13項」

に、「令和３年３月31日」を「令和５年３月31日」に改める。

附則第13条第１項並びに第16条第１項、第４項及び第５項中「令和３年３月31日」を

「令和６年３月31日」に改める。

附則第17条の６第１項中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え、同項の表中「第

４項」の次に「又は第５項」を加え、同条第２項中「同条第４項」の次に「又は第５項」

を加え、「令和３年３月31日」を「令和３年12月31日」に改める。

附則第17条の７第１項中「令和３年３月31日」を「令和５年３月31日」に改め、同項第
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１号中「令和２年度」を「令和７年度」に改め、同条第２項中「令和３年３月31日」を

「令和５年３月31日」に、「乗車定員30人未満の附則第17条の６第２項に規定する路線バ

ス等にあつては、200万円」を「乗車定員30人以上の附則第17条の７第２項に規定する路

線バス等のうち、道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第１号イに規定する一般乗

合旅客自動車運送事業を経営する者が同法第５条第１項第３号に規定する路線定期運行の

用に供する自動車（空港法（昭和31年法律第80号）第２条に規定する空港又は空港法施行

令（昭和31年政令第232号）附則第２条に規定する飛行場を起点又は終点とするもので施

行規則附則第４条の11第４項に規定するものに限る。）にあつては800万円とし、乗車定

員30人未満の附則第17条の７第２項に規定する路線バス等にあつては200万円とする。」

に改め、同項第１号中「令和２年度」を「令和７年度」に改め、同項第２号中「第４条の

11第４項」を「第４条の11第５項」に改め、同条第３項中「第４条の11第５項」を「第４

条の11第６項」に、「令和３年３月31日」を「令和５年３月31日」に改め、同項第１号中

「令和２年度」を「令和７年度」に改め、同項第２号中「第４条の11第６項」を「第４条

の11第７項」に改め、同条第４項を次のように改める。

４ 車両総重量が８トンを超え20トン以下のトラック（施行規則附則第４条の11第13項に

規定するけん引自動車及び被けん引自動車を除く。次項第３号及び第４号において同

じ。）であつて、道路運送車両法第41条第１項の規定により平成28年２月１日以降に適

用されるべきものとして定められた横滑り及び転覆に対する安全性の向上を図るための

装置（以下この項及び次項において「車両安定性制御装置」という。）に係る保安上又

は公害防止その他の環境保全上の技術基準で施行規則附則第４条の11第11項に規定する

もの（次項において「車両安定性制御装置に係る保安基準」という。）、同法第41条第

１項の規定により平成24年４月１日以降に適用されるべきものとして定められた前方障

害物との衝突に対する安全性の向上を図るための装置（以下この項及び次項において

「衝突被害軽減制動制御装置」という。）に係る保安上又は公害防止その他の環境保全

上の技術基準で施行規則附則第４条の11第９項に規定するもの（次項において「衝突被

害軽減制動制御装置に係る保安基準」という。）、同法第41条第１項の規定により平成

27年８月１日以降に適用されるべきものとして定められた車線からの逸脱に対する安全

性の向上を図るための装置（以下この項及び次項において「車線逸脱警報装置」とい

う。）に係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準で施行規則附則第４条

の11第10項に規定するもの（次項において「車線逸脱警報装置に係る保安基準」とい
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う。）及び同法第41条第１項の規定により令和４年５月１日以降に適用されるべきもの

として定められた左側面への衝突に対する安全性の向上を図るための装置（以下この項

及び第６項において「側方衝突警報装置」という。）に係る保安上又は公害防止その他

の環境保全上の技術基準で施行規則附則第４条の11第12項に規定するもの（第６項にお

いて「側方衝突警報装置に係る保安基準」という。）のいずれにも適合するもののう

ち、車両安定性制御装置、衝突被害軽減制動制御装置、車線逸脱警報装置及び側方衝突

警報装置を備えるもの（施行規則附則第４条の11第８項に規定するものに限る。）で初

回新規登録を受けるものに対する第139条の２の規定の適用については、当該自動車の

取得が令和３年10月31日までに行われたときに限り、同条中「という。）」とあるの

は、「という。）から525万円を控除して得た額」とする。

附則第17条の７第５項中「第１号から第３号までに掲げる自動車にあつては当該自動車

の取得が令和元年11月１日から令和３年３月31日までに行われたときに限り、第４号に掲

げる自動車にあつては当該自動車の取得が令和元年10月１日から令和３年３月31日まで」

を「当該自動車の取得が令和３年10月31日まで」に改め、同項第１号中「バス等」を「乗

用車（施行規則附則第４条の11第15項に規定するものに限る。）又はバス（施行規則附則

第４条の11第16項に規定するものに限る。）（次号において「バス等」という。）」に改

め、同条第６項を削り、同条第７項中「バス等又は車両総重量が3.5トンを超え８トン以

下のトラック若しくは車両総重量が20トンを超え22トン以下のトラック」を「車両総重量

が８トンを超えるトラック（施行規則附則第４条の11第18項に規定する被けん引自動車を

除く。）」に、「平成27年８月１日」を「令和４年５月１日」に、「車線逸脱警報装置に

係る保安基準」を「側方衝突警報装置に係る保安基準」に、「車線逸脱警報装置を」を

「側方衝突警報装置を」に、「第４条の11第16項」を「第４条の11第17項」に、「令和２

年10月31日（バス等及び車両総重量が3.5トンを超え８トン以下のトラックにあつては、

令和元年10月31日）」を「令和５年３月31日」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８

項中「第４条の11第17項」を「第４条の11第19項」に改め、同項を同条第７項とする。

附則第19条第１項中「次項第２号及び次条第２項」を「以下この条及び次条第２項」に

改め、同項第１号中「平成20年３月31日」を「平成22年３月31日」に改め、同項第２号中

「平成22年３月31日」を「平成24年３月31日」に改め、同条第２項中「、当該自動車（自

家用の乗用車を除く。）が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初回新規登

録を受けた場合には平成31年度分の自動車税の種別割（法第177条の10第１項又は第２項
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の規定により当該自動車の所有者に対して月割をもつて課されるものに限る。）に限り、

当該自動車が平成31年４月１日（自家用の乗用車にあつては、令和元年10月１日）から令

和２年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和２年度分の自動車税の種別

割に限り」を削り、「第140条の」を「同条の」に改め、同項第２号中「附則第５条の２

第１項に規定するもの」の次に「（第５項第２号において「平成30年天然ガス車基準」と

いう。）」を、「この号」の次に「及び第５項第２号」を加え、同条第３項中「掲げる自

動車」の次に「（前項の規定の適用を受けるものを除く。）」を加え、「、当該自動車

（自家用の乗用車を除く。）が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初回新

規登録を受けた場合には平成31年度分の自動車税の種別割（法第177条の10第１項又は第

２項の規定により当該自動車の所有者に対して月割をもつて課されるものに限る。）に限

り、当該自動車が平成31年４月１日（自家用の乗用車にあつては、令和元年10月１日）か

ら令和２年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和２年度分の自動車税の

種別割に限り」を削り、「第140条の」を「同条の」に改め、同条第４項中「第２項（第

４号及び第５号を除く。）」を「第２項第１号から第３号まで」に改め、同条に次の２項

を加える。

５ 次に掲げる自動車（自家用の乗用車を除く。）に対する第140条第１項及び第２項の

規定の適用については、当該自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間

に初回新規登録を受けた場合には令和４年度分の自動車税の種別割に限り、当該自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令

和５年度分の自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

⑴ 電気自動車

⑵ 天然ガス自動車のうち、平成30年天然ガス車基準に適合するもの又は平成21年天然

ガス車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成21年天然ガス車基準に定める

窒素酸化物の値の10分の９を超えないもので施行規則附則第５条の２第７項に規定す

るもの

⑶ 充電機能付電力併用自動車

⑷ ガソリン自動車（営業用の乗用車に限る。）のうち、窒素酸化物の排出量が平成30

年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分の１を超えないもの又は窒素

酸化物の排出量が平成17年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１
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を超えないものであつて、エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率

に100分の90を乗じて得た数値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のも

ので施行規則附則第５条の２第８項に規定するもの

⑸ 石油ガス自動車（営業用の乗用車に限る。）のうち、窒素酸化物の排出量が平成30

年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分の１を超えないもの又は窒素

酸化物の排出量が平成17年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１

を超えないものであつて、エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率

に100分の90を乗じて得た数値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のも

ので施行規則附則第５条の２第９項に規定するもの

⑹ 軽油自動車（営業用の乗用車に限る。）のうち、平成30年軽油軽中量車基準又は平

成21年軽油軽中量車基準に適合するものであつて、エネルギー消費効率が令和12年度

基準エネルギー消費効率に100分の90を乗じて得た数値以上かつ令和２年度基準エネ

ルギー消費効率以上のもので施行規則附則第５条の２第10項に規定するもの

６ 次に掲げる自動車のうち、営業用の乗用車（前項の規定の適用を受けるものを除

く。）に対する第140条第１項の規定の適用については、当該営業用の乗用車が令和３

年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和４年度

分の自動車税の種別割に限り、当該営業用の乗用車が令和４年４月１日から令和５年３

月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和５年度分の自動車税の種別割に限

り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。

⑴ ガソリン自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリン軽中量車基準に定

める窒素酸化物の値の２分の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年ガ

ソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないものであつて、エ

ネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の70を乗じて得た数

値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のもので施行規則附則第５条の２

第11項に規定するもの

⑵ 石油ガス自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年石油ガス軽中量車基準に定

める窒素酸化物の値の２分の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年石

油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないものであつて、エ

ネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の70を乗じて得た数
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値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のもので施行規則附則第５条の２

第12項に規定するもの

⑶ 軽油自動車のうち、平成30年軽油軽中量車基準又は平成21年軽油軽中量車基準に適

合するものであつて、エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に10

0分の70を乗じて得た数値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のもので

施行規則附則第５条の２第13項に規定するもの

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（不動産取得税に関する経過措置）

２ 改正後の沖縄県税条例（以下「新条例」という。）の規定中不動産取得税に関する部

分は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の不動産の取得に対して課

すべき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する不動産取

得税については、なお従前の例による。

（自動車税に関する経過措置）

３ 新条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動

車に対して課すべき自動車税の環境性能割について適用し、施行日前に取得された自動

車に対して課する自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。

４ 新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度以後の年度分の自動車

税の種別割について適用し、令和２年度分までの自動車税の種別割については、なお従

前の例による。
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乙第２号議案

専決処分の承認について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分をしたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

令和３年４月15日提出

康 裕沖縄県知事 玉 城
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別紙

専 決 処 分 書

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認め、次のとおり専決処分する。

沖縄県税の課税免除及び不均一課税に関する条例の一部を改正する

条例（別紙）

理 由

沖縄振興特別措置法第九条等の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用さ

れる場合等を定める省令及び地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化

に関する法律第二十六条の地方公共団体等を定める省令の一部が改正され、令和３年４

月１日から施行されることに伴い、沖縄県税の課税免除及び不均一課税に関する条例の

一部を改正し、同日から施行する必要があるが、同条例の改正について特に緊急を要す

ることから、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第179条第１項の規定

により専決処分する。

令和３年３月31日

沖縄県知事 玉 城 康 裕
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（別紙）

沖縄県税の課税免除及び不均一課税に関する条例の一部を改正する

条例

沖縄県税の課税免除及び不均一課税に関する条例（平成14年沖縄県条例第35号）の一部

を次のように改正する。

第３条中「令和３年３月31日」を「令和４年３月31日」に改める。

第４条中「令和３年３月31日」を「令和４年３月31日」に改め、「掲げるもの」の次に

「（特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（令和２

年法律第37号）第２条第１項に規定する特定高度情報通信技術活用システム（以下「特定

高度情報通信技術活用システム」という。）にあっては租税特別措置法（昭和32年法律第

26号）第10条の５の４の２第１項、第42条の12の５の２第１項又は第68条の15の６の２第

１項に規定する認定導入計画に記載された当該各項に規定する認定特定高度情報通信技術

活用設備（以下「認定特定高度情報通信技術活用設備」という。）に限る。）」を加え、

同条第３号イ中「備品」の次に「（特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定特

定高度情報通信技術活用設備に限る。）」を加える。

第５条中「令和３年３月31日」を「令和４年３月31日」に改め、「（昭和32年法律第26

号）」を削り、「第12条第１項の表の第２号若しくは第45条第１項の表の第２号」を「第

12条第１項の表の第１号若しくは第45条第１項の表の第１号」に改め、同条第１号ア中

「第12条第１項の表の第２号又は第45条第１項の表の第２号」を「第12条第１項の表の第

１号又は第45条第１項の表の第１号」に改め、「設備」の次に「（特定高度情報通信技術

活用システムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に限る。）」を加え、同号イ

及び同条第３号イ中「備品」の次に「（特定高度情報通信技術活用システムにあっては認

定特定高度情報通信技術活用設備に限る。）」を加える。

第６条中「令和３年３月31日」を「令和４年３月31日」に、「第12条第１項の表の第３

号又は第45条第１項の表の第３号」を「第12条第１項の表の第２号又は第45条第１項の表

の第２号」に改め、「受ける設備」の次に「（特定高度情報通信技術活用システムにあっ

ては認定特定高度情報通信技術活用設備に限る。）」を加え、同条第３号イ中「装置」の

次に「（特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設
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備に限る。）」を加える。

第７条中「令和３年３月31日」を「令和４年３月31日」に改め、「掲げるもの」の次に

「（特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に

限る。）」を加え、同条第３号イ中「備品」の次に「（特定高度情報通信技術活用システ

ムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に限る。）」を加える。

第８条中「令和３年３月31日」を「令和４年３月31日」に改める。

第11条中「令和３年３月31日」を「令和５年３月31日」に、「起算して５年内」を「令

和５年３月31日まで」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第３条から第７条までの規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に新設され、又は増設される施設又は設備について適用し、施行日前に新設

され、又は増設された施設又は設備については、なお従前の例による。

３ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成19年法

律第40号）第４条第６項の規定による地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の

同意の日が平成30年４月１日から令和３年３月31日までの間である場合における改正後

の第11条の規定の適用については、なお従前の例による。
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乙第３号議案

専決処分の承認について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分をしたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

令和３年４月15日提出

康 裕沖縄県知事 玉 城
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別紙

専 決 処 分 書

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認め、次のとおり専決処分する。

公立大学法人沖縄県立芸術大学の徴収する料金の上限の認可につい

て（別紙）

理 由

公立大学法人沖縄県立芸術大学の徴収する料金の上限を認可するには、地方独立行政

法人法第23条第２項の規定により議会の議決を必要とするが、料金の徴収は公立大学法

人沖縄県立芸術大学の設立時から行うことになり、議会を招集する時間的余裕がないた

め、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分する。

令和３年４月１日

玉 城 康 裕沖縄県知事
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（別紙）

公立大学法人沖縄県立芸術大学の徴収する料金の上限の認可につい

て

１ 学部及び大学院の学生等から徴収する料金の上限

入学料

区分 授業料 聴講料 入学考査料

県内居住者 その他の者

学部学生 年額 17,000円 282,000円 512,000円

535,800円

大学院学生 年額 30,000円 282,000円 512,000円

535,800円

研究生 月額 9,800円 84,600円 153,600円

29,700円

委託生 １単位 9,800円 28,200円 51,200円

14,800円

科目等履修生 １単位 9,800円 28,200円 51,200円

14,800円

特別聴講学生 １単位

14,800円

特別研究学生 月額

29,700円

２ 大学の公開講座の受講料の上限

大学の公開講座の受講料の上限は、2,500円とする。ただし、当該公開講座の時間数

が15時間を超える場合には、2,500円にその15時間を超える時間５時間（５時間未満の

端数があるときは、これを５時間とする。）ごとに500円を加算した額を上限とする。
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３ 学位論文審査料の上限

学位論文審査料の上限は、１件につき55,000円とする。

４ 諸証明の手数料の上限

諸証明の手数料の上限は、１件につき400円とする。

５ 沖縄県情報公開条例（平成13年沖縄県条例第37号）に基づく公文書の写しの作成に要

する費用の上限

沖縄県情報公開条例に基づく公文書の写しの作成に要する費用の上限は、沖縄県情報

公開条例第19条の規定により知事が定める費用の額とする。

６ 法人の財産使用料の上限

理事長の許可を受けて土地又は建物を使用する者から大学が徴収する財産使用料の上

限は、沖縄県行政財産使用料条例（昭和47年沖縄県条例第68号）第２条に定める算式に

よって算出して得た額とする。

７ 適用時期

この料金の上限額は、令和３年４月１日から適用する。
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乙第４号議案

専決処分の承認について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分をしたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

令和３年４月15日提出

玉 城 康 裕沖縄県知事
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別紙

専 決 処 分 書

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認め、次のとおり専決処分する。

令和３年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）（別紙）

理 由

新型コロナウイルス感染症対応に要する経費を早急に予算補正する必要があるが、議

会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分

する。

令和３年４月10日

玉 城 康 裕沖縄県知事
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（別紙）

令和３年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

令和３年度沖縄県一般会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

既定の歳入歳出予算の総額に13,696,280千円を追加し、歳入歳出予算の総額をそ第１条

れぞれ817,863,600千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。
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補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

10 国 庫 支 出 金 217,361,273 13,561,754 230,923,027

２ 国 庫 補 助 金 166,700,314 13,561,754 180,262,068

13 繰 入 金 31,770,408 134,526 31,904,934

２ 基 金 繰 入 金 31,584,315 134,526 31,718,841

804,167,320 13,696,280 817,863,600

補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

７ 商 工 費 83,165,171 13,696,280 96,861,451

２ 工 鉱 業 費 73,752,287 13,696,280 87,448,567

804,167,320 13,696,280 817,863,600

款 項

歳　　　　出　　　　合　　　　計

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正

　歳　　入

款 項

歳　　　　入　　　　合　　　　計

　歳　　出
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